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大阪大学大学院高等司法研究科法務専攻

１．法科大学院の概要

（２）教育上の基本組織

十分な法律知識を身につけ的確な文章表現で自分の考えを示すことができ、
司法修習に即応できる実務の知識・技能を身につけ、多角的視点から社会的
事象を捉えることができ、豊かな人間性と高い職業倫理を身につけ、司法試
験に合格しうる学生に「法務博士」学位を授与する。

４つの柱に即してカリキュラムを構築している。(1)少人数・段階的教育、
(2)理論と実践の架橋、(3)複眼的思考と国際性、(4)現代的課題への対応力

ディプロマ・ポリシー

カリキュラム・ポリシー

（４）教育の理念及び目標、養成しようとする法曹像、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー

大学・研究科・専攻名 大阪大学大学院高等司法研究科法務専攻

（注） 法科大学院（研究科・専攻）の所在地とし、都道府県、市町村名まで記入してください。（東京特別区の場合
は区名まで記入してください。）

（注）

大阪府豊中市

国立大学法人大阪大学

（１）設置者

教育の理念及び目標、
養成しようとする法曹像

教育の理念及び目標：「新時代を担う真のLegal Professionalsの育成」。
多様なバックグランドを有する学生を多数受け入れ、高度の法的知識、能
力、豊かな人間性、厳格な職業倫理を兼ね備え、かつ、ひとりひとりの国民
がそれぞれに社会的責任を持った主体として自由で公正な社会の構築に参画
することが求められる社会に貢献する法曹を養成することを目指している。

開　設　年　度 平成１６年度

（３）所在地

機構使用欄

機構使用欄

機構使用欄

機構使用欄
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２．教員組織

　1（　）

（注）

　3（　） 　11（　）　4（　） 　2（　） 　3（　） 　1（　） 　1（　）

憲　法

（注） １．
２．
３．

本文書作成年度の５月１日現在で記入してください。
科目別に延べ人数で記入してください。

実・み 専・他

　　 兼担・
　　 兼任教員

（１）教員数

区　　　分

研・専

0（0）

１．
２．

「専任教員」欄の「研・専」については法科大学院でのみ専任の研究者教員数、「実・専」については
実務家専任教員数、「実・み」については実務家みなし専任教員（年間６単位以上の授業を担当し、
かつ、法科大学院のカリキュラム編成等の運営に責任を有する者）数、「専・他」については法科大
学院の専任ではあるが、他の学部・大学院（修士課程）の専任教員数を記入してください。

行政法 民　法 商　法
民 　事
訴訟法

基
礎
法
学
・

隣
接
科
目

括弧内には、内数で、「専・他」（法科大学院の専任ではあるが、他の学部・大学院（修士課程）の専
任教員）の人数を記入してください。

法　　律　　基　　本　　科　　目 法
律
実
務

基
礎
科
目刑 　事

訴訟法

91

5

1813

5

合　　計
専属専任教員

0（0） 0

３．

実・専

本文書作成年度の５月１日現在で記入してください。
括弧内には、内数で法曹としての実務の経験を有する者の人数を記入してください。

（２）科目別の専任教員数

刑　法

　7（　）

准教授・
講師・助教

教　　　授

展
開
・
先
端

科
目

　1（　）

02（1）

専属以外

3（3）

専　　　　任　　　　教　　　　員

機構使用欄

機構使用欄
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３．教育課程及び教育方法

（１）開設する授業科目数・単位数及び修了に必要な修得単位数

当機構の定める法科大学院評価基準上の科目区分で記入してください。
法律基本科目において、公法系、民事系、刑事系の３つの科目に区分できない授業科目について
は、法律基本科目の欄に「その他」を設けて記入してください。

５．

0 20 4単位

合　　　　　計

「修了に必要な修得単位数」欄の単位数のうち「合計」欄に記載されるものは、修了要件単位数にな
ります。

４．

12単位

20

4 8

1

0 10

区　　　　分

科目数 単位数 科目数

12 0

選択必修
科目

0

単位数 科目数 単位数 科目数 単位数

7 14

8 16

18

選択科目 合　　　計

公法系科目 6 12 0 20

開　　設　　授　　業　　科　　目

必修科目

12単位

42

3 66 4412 32 3

6

7 14 43 90 12単位

3428 64 61 126

本文書作成年度に入学した学生に適用されるカリキュラムについて記入してください。「開設授業科
目」欄には当該年度に開講されていない授業科目（不開講、隔年開講等）も含めてください。

106 22417

「修了に必要な修得単位数」欄の右欄には、基準２－１－５のただし書に該当する単位数及び複数
の科目区分から修得する修了に必要な修得単位数を記入してください。

98単位

（注）

２．
３．

１．

修了に必要な
修得単位数

単位数 備考 機構使用欄

2単位

法

律

基

本

科

目
その他 1 2 0 0 0

２－１－５該当４
単位

左記以外に、「法
律基本科目」の

「選択必修科目」
の中から２単位

その他、各科目群
の「選択必修科

目」「選択科目」
の中から８単位

（ただし「法律基
本科目」以外の科
目群の２単位以上
を含むこと。）

76展開・先端科目 0 0 36

32単位

基礎法学・隣接科目 0 0 10

19 38 14単位法律実務基礎科目 3 6 12 24

民事系科目

刑事系科目

0 1 2
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「その他」欄には、上記区分に該当しない授業科目を、適宜行を追加して記入してください。

３．

４．

１．

２．

裁判実務基礎（民事）

法曹倫理 法曹倫理 2 必修

民事訴訟実務の基礎 2 必修

必修・選択等

（注）

特殊講義A（企業再建の実務）
特殊講義A（民事裁判実務演習）
特殊講義A（ﾘｰｶﾞﾙ・ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾝの最先端）

特殊講義A（政策実践と法）

2
2
2
2

選択
選択
選択
選択

その他

機構使用欄

（２）開設する法律実務基礎科目

区　　　　分
開　　設　　授　　業　　科　　目 修了に必要な

修得単位数
備考

授業科目名 単位数

「法律実務基礎科
目」必修科目6単

位

法文書作成

新入生オリエン
テーションの中で
指導

刑事訴訟実務の基礎 裁判実務基礎（刑事） 2 必修

刑事法律文書作成１
刑事法律文書作成２

2
2

法情報調査
リサーチ＆ライティング１
リサーチ＆ライティング２

2
2

選択必修
選択必修

模擬裁判（民事）、模擬
裁判（刑事）の中で適宜
指導が行われている。ま
た、模擬裁判（民事）、
模擬裁判（刑事）はいず
れか一方を履修すること
を修了要件としている。

選択必修
選択必修

「法律実務基礎科
目」選択必修科目

8単位
ローヤリング 不開設

公法系訴訟実務の基礎

－ －

クリニック

選択必修
選択必修
選択必修

2
2

選択必修
選択必修

不開設

模擬裁判
模擬裁判（民事）
模擬裁判（刑事）

開設していない区分については、「授業科目名」欄に「不開設」と記入し、「単位数」欄、「必修・選択
等」欄及び「修了に必要な修得単位数」欄に「－」を記入してください。
法情報調査及び法文書作成については、当該教育内容を授業科目ではなく、ガイダンス等の方法で
指導を行っている場合は、その旨を「備考」欄に記入してください。

－

ベンチャー社会と法
弁護実務
債権保全・回収の実務

2
2
2

エクスターンシップ
エクスターンシップ１
エクスターンシップ２

2
2

選択必修
選択必修

－

公法訴訟 2 選択必修

本文書作成年度に入学した学生に適用されるカリキュラムについて記入してください。「開設授業科
目」欄には当該年度に開講されていない授業科目（不開講、隔年開講等）も含めてください。
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１．

３．

法律実務
基礎科目

（注）

展開・先端科目

      ー

      ー

情報法（選択必修、2単位）

保険法（選択必修、2単位）

廃止（平成29
年度まで移行
措置あり）

廃止（平成29
年度まで移行
措置あり）

２．

基礎法学・
隣接科目

      ー

民事手続法概論１（選択、2単位）

当機構の定める法科大学院評価基準上の科目区分で記入してください。
「平成○年度」欄及び「平成（○－１）年度」欄には、変更のあった授業科目名、必修・選択の別、単
位数を記入してください。
「変更内容」欄には、新規開設、統合、廃止、名称変更、単位数の変更や必修・選択の別の変更、そ
の他変更のあった内容を記入してください。

法律基本科目

商法基礎（選択必修、2単位）

民事手続法概論１（選択、2単位）

廃止（平成29
年度まで移行
措置あり）

配当年次の変
更

※（１）又は（２）において、前年度に入学した学生に適用されるカリキュラムと比較して、
変更がある場合は、変更内容を以下の枠に記入してください。

区　　　　分 平成29年度 平成28年度 変更内容 機構使用欄
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長期履修については、適宜行を追加して記入してください。１．
２． 基準３－３－１（１）ア又はイに該当する措置がとられている場合には、その旨を「備考」欄に記入して

ください。また、アに該当する措置がとられている場合には、対応する授業科目名及び単位数を「備
考」欄に記入してください。

（注）

30時間

３年次
（最終年次）

40

（４）履修登録単位数の上限

１年次 40

３－３－１（１）に該当する措置
・民法基礎４　２単位
・導入演習　  ２単位

（３）授業時間等の設定

区　　分 講義

36

区　　分

その他

「その他」欄には、複数の授業形態を組み合わせている授業科目の授業形態の種類及び１単位当た
りの授業時間を記入してください。

１．（注）

２．

１年間の授業期間
春～夏学期：４月　５日～８月　10日
秋～冬学期：９月　25日～２月　７日（冬季休業期間：12月26日～
１月４日）

各授業科目の授業回数（単位）
（集中講義は除く）

　　　　15回（　２　単位）

各欄については、本文書作成年度の５月１日現在で、法科大学院として定めている一般的な方針を
記入してください。

演習 実習

単位数 備　　　　　　考

１単位当たりの授業時間 15時間 15時間

２年次

機構使用欄

機構使用欄
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４．成績評価及び課程の修了

点
以
上

～ 点

点
以
上

～
点
未
満

点
以
上

～
点
未
満

点
以
上

～
点
未
満

点
以
上

～
点
未
満

100
Ｓは合格者の０％～
５％未満

Ａ 80 90

Ｃ 60

区　　分 内　　　　　容 備　　考

90

（１）成績評価の基準

左記について学生
ハンドブックに明
記し、学生へ周知
している。

Ｂ 70

成績評価における
考慮要素

成績のランク分け
及び各ランクの分布

の在り方

規則等で例外等を定めている場合は、その旨を「備考」欄に記入してください。

期末試験の評点と平
常点の割合をシラバ
スに記載する。
平常点の評価項目
｛授業への出席、授
業時の質疑応答の際
の発言内容、臨時試
験（小テスト）、提
出したレポート等｝
についてはシラバス
に明記する。

（注）

Ｓ

80
Ｂは合格者の40％～
55％の範囲

１．

２．

各欄については、本文書作成年度の５月１日現在で、法科大学院として定めている一般的な方針を
記入してください。

Ｆ

ＳとＡの合計は合格者
の20％～30％の範囲

70
Ｃは合格者の25％～
35％の範囲

0 60

成績は、原則として、筆記試験による期末試験の評点と
平常点によって評価する。平常点は、授業への出席、授
業時の質疑応答の際の発言内容、臨時試験（小テス
ト）、提出したレポート等により評価する。

機構使用欄
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上記２区分以外に成績評価結果とともに学生に告知される必要な関連情報があれば、適宜行を追加して
記入してください。

（注）

成績評価の基準
（採点のポイント等）

成績評価の方針（シラバス記載の成績評価の割合、採点の方針）に
ついて講評書に記載し、または講評・解説授業により口頭で説明し、
学生へ公表する。

成績分布データ
不合格者と合格者の割合及び両者の人数並びに合格者のうちのＳ、
A、B、Ｃの割合及び人数を講評書に記載し、または講評・解説授業
により口頭で説明し、学生へ公表する。

成績評価についての説明を希望する
学生への説明の機会の設定

期末試験に関する講評・解説は、全ての科目について、書面または
講義のいずれかによって行うこととしている。
この講評・解説を踏まえ、成績に対して異議のある場合は、所定の期
間内に教務係に異議申立書を提出することができる。異議申立が
あった場合、担当教員は、異議を審査し、提出日より２週間以内に審
査結果を異議申立書の「審査結果」欄に記載し、回答する。

具体的措置

（注） 上記２区分以外に成績評価の基準にしたがった成績評価が行われるための措置がとられている場合に
は、適宜行を追加して記入してください。

（２）成績評価の基準にしたがった成績評価が行われるための措置等

区　　分 具体的措置

機構使用欄

教員間における
各授業科目の成績評価に
関するデータの共有

各授業科目の不合格者と合格者の割合及び両者の人数並びに合格
者のうちのＳ、A、B、Ｃの割合及び人数について、成績分布データを
教授会で配付し、教員間でデータ共有するとともに、講評書に記載
し、教員に公表している。

（３）成績評価の結果に係る必要な関連情報の告知方法

区　　分

機構使用欄
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①制度の有無及び受験資格

区分 制度の有無 受験資格

（４）期末試験（本試験）・再試験・追試験

備考

期末試験
（本試験）

受験する科目の履修登録を行った者

２単位科目について６回以上、４単位科目について
１１回以上欠席した学生については、当該科目の期
末試験を受験した場合も単位の認定はしない。

再試験 無

追試験 有

次の各号の に該当する理由によって期末試験を受験
できなかった場合、当該科目の期末試験日に教務係に
連絡をしたうえで、当該試験終了時から起算して１週間以
内に「追試施行願」を提出することができる。郵送の場合
は、高等司法研究科教務係宛に簡易書留郵便で上記期
間内に到着するように送ること。当該試験終了時から起
算して６日以内に発送したことが消印その他書類から確
認できるときは、上記提出期限後に到着したものも受理
する。

(1) 公共交通機関の途絶により当該試験開始後30分以
内に入室できなかった場合において、他に取り得る交通
手段が存在しなかったとき。
(2) 学校保健安全法施行規則第18条に定める学校にお
いて予防すべき感染症（感染性胃腸炎（ノロウイルス）を
含む）にかかり、医師から出席停止の指示を受けたとき。
(3) 配偶者、一親等または二親等の親族の死亡、葬儀。
(4）居住地及び通学経路に係る特別警報が発令された場
合。
(5）その他本研究科がやむを得ないと認める事情があると
き。
追試施行願には、上記（1）ないし（5）の一に該当すること
を証明するに足りる書類を添付すること。
なお、(2)に該当する場合は、出席停止期間が記載された
診断書を提出すること。本研究科が、特に必要と認めたと
きに限り、本研究科の科目の追試験を行う。

（注）

３．

４．

再試験、追試験の制度がある場合は「制度の有無」欄に「有」、制度がない場合は「無」と記入してく
ださい。
「受験資格」欄は規則、学生便覧の記載をそのまま記入してください。
再試験又は追試験において、成績評価基準等について期末試験（本試験）と異なる取扱いを定めて
いる場合は、その旨を「備考」欄に記入してください。
期末試験において筆記試験を実施しない場合には、筆記試験を実施せずに成績評価を行うことが授
業科目の性質に照らして適切であるとする理由を備考欄に記入してください。

１．

２．

機構使用欄
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②実施方法における配慮等

（注）

学生の成績評価の透明性・客観性を確保するために、期末試験（筆記試験及びレポート試験）の答案には、受験
者はその氏名を記載せず、「受験者記入票番号」だけを記載する。
期末試験の方法として、筆記試験を行うことを原則とする。

本文書作成年度の５月１日現在で、法科大学院として定めている一般的な方針を記入してください。

具体的措置 機構使用欄
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法律基本科目
の単位数

法律基本科目
以外の単位数

法学既修者

60～66

26～32

32～38
単位数

法学未修者

32～38 64

（注） 「法律基本科目の単位数」、「法律基本科目以外の単位数」（修了要件単位数に占める法律基本科目以外
の単位数）及び「修了要件単位数」欄については、修了に必要な単位数を記入してください。

98

単位数 98

ＧＰＡ※ 無

（５）修了要件

（注）

標準修業年限
（長期履修）

３年
（　年）

修了試験 無

計算方法：

（６）修了要件単位数に占める法律基本科目以外の単位数

備　　　考修了要件単位数

ＧＰＡを修了要件としている場合は、「ＧＰＡ」欄に具体的内容を記入し、修了要件としていない場合
は、「無」と記入してください。
修了試験制度がある場合は「修了試験」欄に具体的内容を記入し、制度がない場合は「無」と記入し
てください。

１．

２．

区　　分

※（５）においてＧＰＡ制度を設けている場合は、ＧＰＡの計算方法について以下の枠に簡潔
に記入してください。

機構使用欄

機構使用欄

機構使用欄
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学生は、教授会の承認を得たときは、他の研究科、他の大学院又は外国の大
学院の授業科目を履修し、これを選択科目として８単位を限度に大阪大学大
学院高等司法研究科規程第８条第１項に規定する単位に充当することができ
る。

なし

入学後の修得単位

（７）入学後の修得単位、入学前の修得単位、法学既修者認定単位、十分な実務経験を
有する者の取扱い

入学前の修得単位

本研究科が教育上有益と認めるときは、教授会の承認を得て、学生が本研究
科に入学する前に大学院において履修した授業科目について修得した単位(大
学院設置基準(昭和49年文部省令第28号)第15条に規定する科目等履修生とし
て修得した単位を含む。)を、大阪大学大学院高等司法研究科規程第９条の規
定により修得した単位とは別に当該授業科目の内容に応じ別表の基礎法学・
隣接科目又は展開・先端科目に属する選択科目として８単位を限度に同規程
第８条第１項に規定する単位に充当することができる。

十分な実務経験を有する者の取扱い

法学既修者認定単位
本研究科の課程において必要とする法学の基礎的な学識を有すると教授会が
認めた者については、大阪大学大学院高等司法研究科規程別表の第１年次配
当の必修科目34単位を修得したものとみなす。

「取扱い」欄には、規則等に定められている内容を記入してください。

区　　分

（注）

取扱い 機構使用欄
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２． 「他の機関が実施する法律科目試験結果の取扱い」欄は、他の機関が実施する法律科目試験結果
の取扱いについて具体的に記入してください。

法律科目試験の対象分野

未修者を対象とする１年生の当該科目の期末試験程度の内容レベルの問題
を想定して出題することを事前に科目担当者に説明する。原則として複数
の科目担当者で問題を検討している。その上で、アドミッション委員会に
おいて、本学法学部の期末試験問題と類似の問題が出題されないよう注意
を払っている。採点は、受験者がわからないよう受験番号のみ記載し匿名
性を確保している。

既修者認定の際の判断材料とはしてない。

履修免除対象

他の機関が実施する法律科
目試験結果の取扱い

法学未修者１年次に配当される必修の法律基本科目すべての単位

憲法、行政法、民法、商法、民事訴訟法、刑法、刑事訴訟法

履修免除単位数

（注） １． 「出題及び採点において、公平を保つことができるような措置」欄には、当該法科大学院を置く大学
出身の受験者と他の受験者との間で、公平を保つことができるような措置を記入してください。

（８）法学既修者の認定

出題及び採点において、公平
を保つことができるような措置

34単位

機構使用欄
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５．入学者選抜

（１）入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）

大阪大学のアドミッション・ポリシーのもとに、高等司法研究科では、次の学生を求めます。
１　法学以外の専門的知識を十分に修得し、または、社会において多様な知識を獲得し、経験を積んでおり、自らが設定する課題を探求し
ようとする強い意欲と、厳格な成績評価・修了認定に耐えるだけの努力能力を備え、かつ、柔軟な発想のもとに「考える」という論理的プロセ
スを受け入れることができ、国際化による変化に対応しうる能力を有する学生
２　法学の基礎的な学識を既に修得しており、自らが設定する課題を探求しようとする強い意欲と、厳格な成績評価・修了認定に耐えるだけ
の努力能力を備え、かつ、柔軟な発想のもとに「考える」という論理的プロセスを受け入れることができ、国際化による変化に対応しうる能力
を有する学生

以上の能力の有無を判定するために、以下の選抜試験を行います。
１　法学未修者コース
一般選抜試験（法学未修者）と社会人や他学部・他学科卒業生を対象とする特別選抜試験（社会人等）を実施します。一次選抜として、学
部の成績・志望理由書・適性試験の点数等による書類選考を行い、その合格者に対して、小論文試験や口述試験を課します。小論文試験
も口述試験も法律知識を問うものではありません。
２　法学既修者コース
一般選抜試験（法学既修者）および特別選抜試験（法学部3年次生）を実施します。一次選抜として、学部の成績・志望理由書・適性試験
の点数等による書類選考を行い、その合格者に対して、法律科目の論述式試験を課します。

法学未修者

・特別選抜（社会人等）
　適性試験　40点、大学の成績　10点、面接　50点、合計　100点
　出願者数が募集人員の３倍程度を超える場合には、書類選考により第一次選抜を行うことがある。その
場合、募集人員の２～３倍程度を選抜する。
　志望理由書は、第一次選抜の参考資料及び面接時の資料として用いる。
　適性試験管理委員会から適性試験の成績の扱いについて何らかの発表があった場合には、これに従
うものとする。

・一般選抜
　選抜試験と提出書類に基づき行う。
　適性試験　20点、大学の成績　15点、志望理由書　15点、小論文　50点、 合計　 100点
　出願者数が募集人員の５倍程度を超える場合には、書類選考により第一次選抜を行うことがある。その
場合、募集人員の４～５倍程度を選抜する。
　適性試験管理委員会から適性試験の成績の扱いについて何らかの発表があった場合には、これに従
うものとする。

区分 入学者選抜の実施方法、選考上の考慮要素、配点基準等

（２）入学者選抜方法

機構使用欄

機構使用欄
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１．（注） 本文書作成年度に実施する入学者選抜について記入してください。
入学者選抜の実施方法、選考上の考慮要素、配点基準等について公開されているものを簡潔に記
入してください。

２．

法学既修者

・一般選抜
　選抜試験と提出書類に基づき行う。
　法学既修者コースの入学者選抜にあたっては、書類審査、法律科目試験の成績により総合的に合否
を判定するが、法律科目試験の一部の試験科目の成績が著しく劣っている場合には、総合得点にかか
わらず、不合格とすることがある。
　適性試験　20点
　大学の成績　15点、志望理由書　15点、
　憲法　 50点、行政法　50点、
　民法 100点、商法　50点、民事訴訟法　50点、
　刑法　50点、刑事訴訟法　50点　合計450点

　出願者数が募集人員の５倍程度を超える場合には、書類選考により第１次選抜を行うことがある。その
場合、募集人員の４～５倍程度を選抜する。
　適性試験管理委員会から適性試験の成績の扱いについて何らかの発表があった場合には、これに従
うものとする。

・特別選抜（法学部3年次生）
　選抜試験と提出書類に基づき行う。
　法学既修者コースの入学者選抜にあたっては、書類審査、法律科目試験の成績により総合的に合否
を判定するが、法律科目試験の一部の試験科目の成績が著しく劣っている場合には、総合得点にかか
わらず、不合格とすることがある。
　適性試験　20点
　大学の成績　15点、志望理由書　15点、
　憲法　50点、民法 100点、商法　50点、刑法　50点　合計300点
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２．

３．
４．
５．

（注）

80人(既修50人
程度、未修30

人程度)

受　験　者　数 329 288 397 392

80人(既修50人
程度、未修30

人程度)
入　学　定　員

80人(既修55人
程度、未修25

人程度)

80人(既修50人
程度、未修30

人程度)

80人(既修50人
程度、未修30

人程度)

志　願　者　数 374 312 421 419 411

378

80 91

競　争　倍　率 2.00 2 2.08 2.01 2.11

合　格　者　数

50 81

164 144 190 195

「競争倍率」欄には、受験者数を合格者数で割った値を記入してください。

入　学　者　数 52

（３）入学者選抜の実施状況

区　　　　　分 平成29年度 平成28年度 平成27年度 平成26年度 平成25年度

本文書作成年度を含む過去５年度について、５月１日現在で記入してください。
「入学定員」欄には、法学未修者と法学既修者を分けて募集している場合、入学定員に括弧書きで
それぞれの募集人数を記入してください。（例：入学定員30人（未修：20、既修：10））

「入学定員超過率」欄には、入学者数を入学定員で割った値を記入してください。
「競争倍率」欄及び「入学定員超過率」欄については、小数点第３位を切り捨ててください。（例：合格
者数が90人、受験者数が250人の場合の競争倍率は、250÷90＝2.777・・・≒『2.77』となります。）

179

1 1.13入学定員超過率 0.65 0.62 1.01

１．

機構使用欄
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２． 「合格者における適性試験の平均点」欄については、小数点第２位を切り捨ててください。

平成30年度入試において、法学部3年次飛び級資格者を対象とした法学既修者コース特別選抜枠を新設
する。
法曹を志望する若年優秀層の時間・学費の負担を軽減することにより、法科大学院志願者の増加を促す
とともに、高大連携や学部早期卒業制度ともリンクした短期法曹養成のひとつのモデルを示すことがで
きると考える。

②入学者選抜における適性試験の取扱方針

206.6 217.3 219.5

合格者における
適性試験の最低点

147 156

１．（注）

合格者における
適性試験の平均点

平成27年度

158

①合格者における適性試験の平均点及び最低点

区　　　　　分 平成29年度 平成28年度

（注） 本文書作成年度の５月１日現在における取扱方針について記入してください。
取扱方針の適用について例外等を定めている場合は、その内容を記入してください。

１．
２．

入学者選抜において、適性試験の成績を選抜に利用している。
出願資格について、適性試験の最低基準点については、適性試験管理委員会が公表する総合得点の度数分布
表に基づき、適性試験の総受験者の下位から概ね15％を目安として設定し、研究科のホームページに速やかに
公表する。
適性試験管理委員会から適性試験の成績の扱いについて何らかの発表があった場合には、これに従うものとす
る。

（５）入学者選抜の改善

（注） 本文書作成年度の５月１日現在における入学者選抜の改善への取組（検討状況含む。）について記入して
ください。

（４）適性試験の運用方法

本文書作成年度を含む過去３年度について、５月１日現在で記入してください。

機構使用欄

機構使用欄

機構使用欄
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６．修了者の進路及び活動状況

１．

「合格率」欄には、「合格者数」を「受験者数」で割った値を記入してください。
なお、端数については、小数点第５位を切り捨ててください。（例：合格者数が13人、受験者数が74人
の場合には、13÷74＝0.17567・・・≒『0.1756』となります。）

（注）

司法試験実施年度 受験者数 合格者数 合格率

0.2909

0.2675

平成27年度

①解釈指針１－１－２－２（１）関係

平成29年度

0.4014

0.3642

年次報告書提出時点では、調査実施年度に実施される司法試験の結果が公表されていないため、
機構にて法務省発表資料に基づき評価します。
※印が記入されている箇所が該当しますので記入しないようにしてください。
「受験者数」、「合格者数」欄には、司法試験が実施された各年度における、解釈指針１－１－２－２
（１）の状況について記入してください。

55

48

42

　　　　　　　　　※ 　　　　　　　　　※

平成28年度

平成25年度

平成26年度

51

（１）司法試験の合格状況

　　　　　　　　　※

157

165

137

140

２．

３．

機構使用欄
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（注）

合格者数

　　　　※

合格率

平成28年度

平成27年度

平成24年度 63 26 12

②解釈指針１－１－２－２（２）関係

２．

３．

４．

年次報告書提出時点では、調査実施年度に実施される司法試験の結果が公表されていないため、
機構にて法務省発表資料に基づき評価します。
※印が記入されている箇所が該当しますので記入しないようにしてください。
「修了者数」欄には、司法試験を受験しなかった者を含めて、当該年度に修了した者の人数を記入し
てください。
「合格者数」欄には、各修了年度における修了者のうち、司法試験に合格した者の人数を記入してく
ださい。
「合格率」欄には、「合格者数」を「受験者数」で割った値を記入してください。
なお、端数については、小数点第５位を切り捨ててください。（例：合格者数が13人、受験者数が74人
の場合には、13÷74＝0.17567・・・≒『0.1756』となります。）

１．

　　　　※95

修了者数

　　　　※

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

　　　　※　　　　※

計

8 1

平成26年度

79

　　　　※

65

23 19

　　　　※76

司法試験実施年度

　　　　※　　　　※ 　　　　※

31 14 4 　　　　※平成25年度

18

修了年度

機構使用欄
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１．

0.41

企業法務関係
1名、地方公

務員1名

３．

「標準修業年限での修了者数」欄については、本文書作成前年度を含む過去５年度について、５月１
日現在で記入してください。なお、長期履修制度を利用して修了した者は含めないでください。
「修了率」欄には、「標準修業年限での修了者数」を当該学年の入学者数で割った値を記入してくだ
さい。なお、端数については、小数点第３位を切り捨ててください。（例：修了者数が38人、入学者数
が41人の場合には、38÷41＝0.9268・・・≒『0.92』となります。）
「特徴的な進路」欄には、法曹三者以外に、国家・地方公務員、企業法務関係等、修了者の進路で
特徴的なものがあれば、把握できている範囲で、それらの進路ごとにその人数を記入してください。

特徴的な進路

２．

国家公務員3
名

区　　　　　分

標準修業年限での修了者数 46 36

区　　　　　分

23

0.8

0.51

平成28年度

21標準修業年限での修了者数

平成24年度

0.67

（２）法学未修者

0.54 0.48

特徴的な進路

17

企業法務関係
1名、地方公

務員1名

（３）法学既修者

修了率

（注）

17

平成27年度 平成26年度 平成25年度

地方公務員1
名

平成28年度 平成27年度 平成26年度

33

修了率 0.93 0.73

48 38

0.92 0.76

国家公務員1
名、地方公務

員1名

国家公務員3
名

18

機構使用欄平成25年度 平成24年度

国家公務員2
名

機構使用欄
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７．自己点検及び評価

１．

２．

担当組織及び評価項目については、本文書作成年度の５月１日現在の、自己点検及び評価の実施
体制及び評価項目を記入してください。
「自己点検・評価書の公表年月」については、作成・公表された直近の自己点検・評価書の公表年・
月（表紙等に記載の上梓日等）を記入してください。

（注）

自己点検・評価書の
公表年・月

平成25年2月

自己点検・評価書
の公表方法

研究科ホームページに掲載
http://www.lawschool.osaka-
u.ac.jp/about/jikotenken/jikotenkenhoukokusyo24.pdf

（１）自己点検及び評価の体制

担当組織 法学研究科・高等司法研究科評価室

評価項目

・教育の理念および目標
・研究教育組織
・学生の受入れ
・教育の内容及び方法
・教育の成果
・学生支援
・施設整備
・FD及び質保証・評価体制
・財務
・管理運営及び情報公開体制

機構使用欄
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自己点検の結果、ホームページ上の
教員の教育にかかる情報公開の不足
が判明した。

（注）

教員の教育研究活動状況等について、整理し
て掲載した。

改善の事例
自己点検及び
評価の結果

１．

（２）自己点検及び評価に基づく改善

備　　考

２．

各欄については、本文書作成年度の５月１日現在で、本評価実施後に、法科大学院における自己点
検及び評価の結果に基づいて実施した改善の事例について記入してください。
本文書作成年度の５月１日現在において、検討中であり、未だ改善の途上にある事項については、
現在の状況を「改善の事例」欄に記入し、「備考」欄に今後の見通し等についても記入してください。

機構使用欄
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改善すべき点の対応状況

成績評価の考慮要素について、一
部の授業科目において、平常点が
もっぱら出席を基準に評価されて
いるように見えるものがあり、平
常点の評価方法について改善を図
るとともに、その方策について全
教員に周知徹底する必要がある。

平常点の評価項目については、「成績評価の
申し合わせ」に、「出席以外に少なくとも１
つ以上の客観的な指標（たとえば、授業での
発言内容や臨時試験（小テスト、レポートな
ど）を含むものとする」と明記しているとこ
ろであるが、平常点記入表の書式に出席点以
外の点数を記入する欄を設けて申し合わせの
趣旨を徹底することとした。(平成26年度実
施）

「対応状況」欄については、評価実施時からの対応状況を古いものから順に記入してください。
未対応の事項について対応計画等があれば、「備考」欄に記入してください。

４

一部の授業科目における追試験に
おいて、期末試験と一部類似性の
強い設問が出題されていることか
ら、追試験の出題の在り方につい
て改善を図るとともに、その方策
について全教員に周知徹底する必
要がある。

追試験については、厳格な施行要件を定めて
実施しているところであるが、指摘された点
につき疑義を招かないよう、「成績評価の申
合せ」に「追試験を実施する際には、期末試
験とは事例及び設例を変え別の問題を作成
し、もって公平性を確保することとする。」
と明記した。（平成26年度実施）

（注） １．

２．
３．

「改善すべき点」欄は、評価実施時に「改善すべき点」として指摘された事項ごとに欄を区切り、第１
章から第11章の順に記入してください。

４

章 改善すべき点 対応状況 備考 機構使用欄


